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（２）申請様式の記載方法

＜７ 経営力向上計画を実施するため
に必要な資金の額及びその調達方法＞
 「実施事項」欄には、「６ 経営力

向上の内容」の実施事項ごとの記号
（ア～エ）を記載してください。

 「使途・用途」欄には、必要とする
資金について、具体的な使途・用途
を記載してください。

 「資金調達方法」欄には、自己資金、
融資、補助金等を記載してください。

 なお、同一の使途・用途であっても、
複数の資金調達方法により資金を調
達する場合には、資金調達方法ごと
に項目を分けて記載してください。

＜８ 経営力向上設備等の種類＞
 税制措置を活用する場合、この欄に

記載します。
 「取得年月」欄には、設備取得予定

年月を記載して下さい。
 「利用を想定している支援措置」欄

には、想定している措置（固定資産
税特例、国税A類型、国税B類型）
に○を付けて下さい。

 「所在地」欄には、当該設備の設置
予定地（都道府県名・市区町村名）
を記載して下さい。

※ 同じ型式の設備を複数取得する場合
でも、「取得年月」や「所在地」が
異なる場合には、列を分けて記載し
て下さい。

２．手続き方法 ①経営力向上計画の策定
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 各番号の設備の情報を続けて記載して下さい。
 「設備等の種類」欄には、各設備の減価償却資産の種類を記載

して下さい。
 「証明書等の文書番号等」欄には、添付する①工業会等の証明

書の整理番号や、②経済産業局の確認書の文書番号を記載して
下さい。

※ ①②両方を添付している場合は、両方の番号を記載して下さい
（固定資産税特例と国税B類型の利用を想定している場合）。

 「設備等の種類別小計」欄には、各設備等の種類毎に数量、金
額の小計を記載して下さい。

＜６ 経営力向上の内容＞
 「事業分野別指針の該当箇所」欄は、

実施事項が事業分野別指針のどの部
分に該当しているか記載してくださ
い。基本方針に基づいて計画を策定
する場合、記載する必要はありませ
ん。

 「実施事項」欄は、経営力向上のた
めに取り組むことを取組ごとに具体
的に記載してください。新事業活動
に該当する場合は、その理由を具体
的に記載してください。

 「新事業活動への該非」欄は、新事
業活動（新商品の開発又は生産、新
役務の開発又は提供など）となる取
組に該当する場合には○を付けてく
ださい。
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２．手続き方法 ②経営力向上計画の申請

事業分野と申請先

申請方法

申請方法は、上記の窓口への提出、郵送が可能です。
また、経済産業省が窓口の場合は、電子申請が可能です。
電子申請を活用される方は、下記ＵＲＬをご確認ください。

http://qq1q.biz/uRiM 

事業分野ごとの申請先については、以下のＵＲＬをご確認ください。
http://www chusho meti go jp/keiei/kyoka/
（中小企業庁ホームページ → 経営サポート → 経営強化法による支援 → 事業分野と提出先）

※電子申請については、申請書に不備がない場合、受理から概ね25日以内
（複数の省庁の所管にまたがる場合は40日以内）に認定されます。

① 申請書（原本）
② 申請書（写し）
③ チェックシート
④ 返信用封筒（A4の認定書を折らずに返送可能なもの。返送用の宛先を記載し、切手

（申請書類と同程度の重量のものが送付可能な金額）を貼付して下さい。）

申請書類

税制措置を受ける場合

１．固定資産税の軽減措置（※）・経営強化税制Ａ類型の税制措置
上記①～④に加え以下の書類

⑤工業会等による証明書（写し）
※固定資産税の軽減措置を受ける際、ファイナンスリース取引であって、

リース会社が固定資産税を納付する場合は下記⑥⑦も必要です。
⑥リース見積書（写し）
⑦リース事業協会が確認した軽減額計算書（写し）

２．経営強化税制Ｂ類型の税制措置
上記①～④に加え以下の書類

⑧投資計画の確認申請書（写し）
⑨経済産業局の確認書（写し）
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① 変更申請書（原本）
② 経営力向上計画（変更後）
（認定を受けた経営力向上計画を修正する形で作成してください。
変更・追記部分については、変更点がわかりやすいよう下線を引いて
ください（記載例参照） ）

③ 実施状況報告書
④ 旧経営力向上計画認定書の写し
⑤ 旧経営力向上計画の写し（認定後返送されたもののコピー）
（変更前の計画である事を、計画書内に手書き等で記載ください（記載
例参照））

⑥ 申請書等（①～②）の写し
⑦ 返信用封筒（A4の認定書を折らずに返送可能なもの。返送用の宛先を記載し、切手

（申請書類と同程度の重量のものが送付可能な金額）を貼付してください。）

⑧ 変更申請用チェックシート

申請書類

税制措置を受ける場合

１．固定資産税の軽減措置（※）・経営強化税制Ａ類型の税制措置
上記①～⑧に加え以下の書類

⑨工業会等による証明書（写し）
※固定資産税の軽減措置を受ける際、ファイナンスリース取引であって、

リース会社が固定資産税を納付する場合は下記⑩⑪も必要です。
⑩リース見積書（写し）
⑪リース事業協会が確認した軽減額計算書（写し）

２．手続き方法 ③変更申請

変更申請について

 認定を受けた中小企業者等は、当該認定に係る経営力向上計画を変更しようとする
とき（設備の追加取得等）は、主務省令で定めるところにより、その認定をした主
務大臣の認定を受けなければなりません。

 なお、資金調達額の若干の変更、法人の代表者の交代等、第１３条第３項の認定基
準に照らし、認定を受けた経営力向上計画の趣旨を変えないような軽微な変更は、
変更申請は不要です。

経営力向上計画変更認定申請書の入手方法

 様式は以下のURLからダウンロードできます。
http://www chusho meti go jp/keiei/kyoka/

２．手続き方法 ④変更申請提出書類
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３．よくあるご質問

（１）経営力向上計画の事業分野と提出先が分からないのですが。

 事業分野によって提出先が異なりますので、まず「日本標準産業分類」で、該当する事業分
野の中分類・細分類項目名をご確認ください。分類名は計画に記載することが必要です。

（日本標準産業分類）
http://www.soumu.go.jp/toukei toukatsu/index/seido/sangyo/

 その上で、中小企業庁ＨＰに掲載されている「事業分野と提出先」で提出先をご確認いただ
き、分からない場合には中小企業庁経営力向上計画相談窓口（P.11参照）へお問い合わせ
ください。

（２）複数の分野の事業を行っている場合、どの事業分野で提出すればよ
いですか。

 経営力を向上させたい事業分野を記載し、その担当省庁にご提出ください。経営力を向上さ
せたい事業分野が複数ある場合には、複数の分野を並記してください。なお、申請書はいず
れかの担当省庁に提出すればよいことになっています。

（３）計画申請から認定までどのくらいの期間がかかりますか。

 標準処理期間は30日（計画に記載された事業分野が複数の省庁の所管にまたがる場合は45
日）です。申請書に不備がある場合は、各事業所管大臣からの照会や申請の差戻しが発生し、
手続時間が長期化する場合があります。必ず余裕を持った申請をお願いします。

（４）計画の「６ 経営力向上の内容」について、事業分野別指針に記載
されていることに加え自社独自の実施事項を記載しても構いませんか。

 追加で記載することは可能ですが、事業分野別指針に照らして適切なものであることが必要
です。

（５）計画終了時の目標が達成できなかった場合、経営力向上計画は取り
消されますか。

 経営力向上計画に基づいて取り組んだ結果、目標が未達だったことをもって認定を取り消す
ことはありませんが、経営力向上計画に従って経営力向上計画に係る事業が行われていない
場合は、認定を取り消すことがあります。

２．経営強化税制Ｂ類型の税制措置
上記①～⑧に加え以下の書類
⑫投資計画の確認申請書（写し）
⑬経済産業局の確認書（写し）
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（６）計画の「８ 経営力向上設備等の種類」の記載と支援措置の関係を
教えてください。

 税制措置を活用する場合、その対象設備を記載する必要があります。また、金融支
援措置を利用する場合にも記載が必要となる場合がありますので、事前に金融機関
へご相談ください。

 いずれの場合も、工業会等による証明書（写し）又は経済産業局の確認書（写し）
が必要となります。

（７）計画の「８ 経営力向上設備等の種類」の「固」「国A」「国B」
の欄は、どのように記載すればよいですか。

 税制措置の、①固定資産税の特例、②中小企業経営強化税制（A類型：生産性向上
設備）、③中小企業経営強化税制（B類型：収益力強化設備）について、経営力向
上計画の申請時点で利用を想定する措置を記載してください。なお、①②について
は工業会等による証明書（写し）が、③については経済産業局の確認書（写し）が
必要となります。

 また、記載いただいた設備について、税務上の要件（取得価額等）を満たさない場
合は、経営力向上計画の認定を受けても、税制措置の適用を受けることはできませ
ん。

（８）認定を受けたあと、経営力向上設備等を追加したい場合はどうした
らいいですか。

 設備を追加する変更申請をしてください。「様式第２」の「認定経営力向上計画の
変更に係る認定申請書」をご利用ください。

 なお、資金調達額の若干の変更、法人の代表者の交代等、中小企業等経営強化法第
１３条の認定基準にてらし、認定を受けた経営力向上計画の趣旨を変えないような
軽微な変更は、変更申請は不要です。

（９）経営力向上計画は、いつまでに認定申請すればよいですか。

 計画認定自体には特に期限がありませんが、設備を取得する計画の場合、原則とし
て設備の取得前に計画の認定を受けることが必要です。詳しくは「税制措置・金融
支援活用の手引き」をよくご確認ください。
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４．ホームページ・問い合わせ先

＜ホームページ＞
経営強化法による支援

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html
（中小企業庁ＨＰ → 経営サポート → 経営強化法による支援）

＜問い合わせ先＞
○経営力向上計画について（経営力向上計画相談窓口）

中小企業庁 事業環境部 企画課
TEL: 03-3501-1957（平日9:30-12:00, 13:00-17:00）

※ 個別の申請に対する認定の可否や、審査の状況に関するお問い合わせは、各申請窓口にお問い
合わせください。

※ 申請者や、その支援機関以外の方のお問い合わせはご遠慮ください。

○中小企業等経営強化法に基づく税制措置について
中小企業税制サポートセンター

TEL: 03-6281-9821（平日9:30-17:00）


